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研究要旨 

本研究は、アジア諸国が直⾯する少⼦⾼齢化や国際⼈⼝移動に対し、ジェンダーの視点から
従来の国際保健・少⼦化対策分野で⾒落とされてきた課題を析出・分析し、我が国の政策⽴案
に資することを⽬的とした。⽅法として、28 か国を従属⼈⼝指数に基づき「ポスト⼈⼝ボー
ナス期」と「プレ期」に分類し、各国の詳細な公的統計の記述分析や育児・保育制度の国際⽐
較、WHO 主要決定⽂書のレビューを実施した。結果として、ポスト期の東アジア等では深刻
な少⼦化への制度拡充が進む⼀⽅、ケア負担が⼥性に偏るマザーフッド・ペナルティ等の深刻
な男⼥格差が浮き彫りとなった。またプレ期でも、経済発展の裏で主観的ウェルビーイングや
⼈⽣選択の⾃由度が急激に悪化している国が確認された。考察として、これら圧縮的近代に伴
う社会的緊張やジェンダー役割の固定化を打破するには、出産時・乳幼児期における⽗親の⻑
期的なケア関与の促進やケア現場の処遇改善、労働分野との包括的な連携が不可⽋である。結
論として、持続可能な社会保障の構築や少⼦化反転には多⾓的な社会構造の国別分析が必要
であり、我が国の施策経験を適切に⾔語化して国際社会へ発信・環境整備していくことが強く
求められる。 

 
A. 研究⽬的 

本研究は、地球規模で進⾏する少⼦⾼齢化や国際

的な⼈の移動といった新たな⼈⼝動態に対し、ジェ
ンダーの視点を切り⼝として、従来の国際保健や少

⼦化対策の枠組みで⾒過ごされてきた課題を析出・

分析することを⽬的とする。従来の国際保健施策は
医療技術の普及やサービス提供に注⽬しがちであっ

たが、⼥性の社会進出等に伴い、伝統的に家庭内で

担われていた育児や介護といった私的領域のケアワ
ークが縮⼩する「グローバルなケアの不⾜」が⽣じ
ている。また、これに連動した医師や看護師、介護
労働者らの国際移動が引き起こす「グローバル・ケ
ア・チェーン」や、急激な出⽣⼒低下、さらには⾼

度化する⽣殖補助医療へのアクセスにおける経済

的・倫理的な格差といった新たな社会摩擦やガバナ
ンス上の課題も顕在化している 

これらの構造的課題を解明するため、本研究では

東アジア、南アジア、東南アジアの 28 か国を対象と
し、従属⼈⼝指数の変化から経済発展に有利な「⼈

⼝ボーナス期」のステージ（ポスト期とプレ期）に

分類・類型化を⾏う。そして、公領域の労働市場の

みならず、私的領域におけるケアワークのジェンダ
ー構造や格差、主観的ウェルビーイングの動向、家
族形成に与える影響などを多⾓的に検証する。最終
的には、性と⽣殖の健康（リプロダクティブヘル
ス）の向上や持続可能な社会保障の構築を⽬指し、

我が国の国際保健・少⼦化施策の⽴案に資する総合

的な政策提⾔の基盤を構築するとともに、⽇本が国
際社会において新たなイニシアティブや政策枠組み
を提⽰するための環境整備に貢献することを⽬指し

た。 
 
B. 研究⽅法 
多次元的なアプローチにより、以下の⼿法を柱と

して研究を推進した。第⼀に、国連の『世界⼈⼝推
計 2024』等の年齢別⼈⼝データに基づき従属⼈⼝指

数を算出、東アジア、南アジア、東南アジアの 28 か

国を、指数が最低値を経て反転・上昇している「ポ
スト⼈⼝ボーナス地域（12 か国）」と、最新年でも低
下を続けている「プレ⼈⼝ボーナス地域（16か国）」



 2 

にフェーズ分類した。第⼆に、各国・地域の詳細な

公的統計や集計データを収集・分析した。具体的に
は、総務省統計局の「全国家計構造調査」を⽤いた

⽇本の⼥性の社会階層変容に関する多次元的な記述

統計分析、台湾衛⽣福利部の『⽼⼈状況調査』等を
⽤いた家族介護者の男⼥構成、就業影響、健康状
態、サービス利⽤のジェンダー構造分析、および⽇
本、韓国、中国、シンガポール、ベトナム、タイに
おける育児休業制度や未就学児保育・教育制度の国

際⽐較分析を実施した。第三に、国際ガバナンスの

実態把握として、直近10年間（2015〜2024 年）の
世界保健総会（WHA）における全393件の決議・決

定をリスト化し、キーワード検索および関連テーマ

の本⽂レビューにより、ジェンダー視点が組み込ま
れた 13件の決議と9件の関連政策⽂書を特定・精査
した。さらに、主要な⼈⼝関連国際会議の記述分析

や、国際移住機関（IOM）等との共同ワークショッ
プの開催、各国専⾨家への現地・オンラインヒアリ
ングを通じて実態把握に努めた。 

 
C. 研究結果 

「ポスト期」の東アジア諸国では、⼈⼝置換⽔準を

⼤きく下回る深刻な少⼦化が進み、男性育休取得促進
や保育無償化・幼保⼀元化が急速に拡充されている。

しかし、実際の休業取得や保育・介護の従事者は依然
として⼥性に偏り、労働市場における「マザーフッド・
ペナルティ」などの深刻な男⼥格差が浮き彫りとなっ

た。台湾の家族介護者の分析では、男性は家族介護者
の 46.1%を占める⼀⽅、続柄が「⼦」の場合男性割合
は66.2%に達する複雑な構造が確認された。くわえて、

男性は労働時間短縮や休業を多く利⽤するが、介護離
職や⼼⾝の不調、サービス未利⽤（4 分の3）の割合は
⼥性の⽅が⾼い。なお、低所得層向け⼿当受給者では

男性の割合が上昇傾向にある。また、⽇本の世帯単位
の階層分析では、結婚が⾼齢⼥性の階層低下を防ぐ安
全網として機能してきた事実が⽰された。⽣殖補助医
療（ART）は、再⽣産年齢⼥性当たりで⽇本が突出し

て⾼い。韓国では 2021 年以降、ARTによる出⽣割合
（約9%）および婚外⼦割合が急増している。「プレ期」

の国々（パキスタンやアフガニスタン等）では、⽣涯
の妊産婦死亡リスクが⾼く、避妊実⾏率は低い。経済
発展の⼀⽅で、主観的ウェルビーイングや⺠主化指標、

⼈⽣選択の⾃由度が急激に悪化している国（アフガニ
スタン、スリランカ、イラン等）では、リプロ指標の
改善も芳しくない実態が判明した。WHA主要決定⽂

書のレビューでは、過去10年間の393件中「gender」
の出現は 40件あったが、ARTに関する直接的な⾔及
は0件であり、具体的な課題への視点導⼊は依然とし

て限定的であった。 

 
D. 考察 

アジアで進⾏する急激な⼈⼝転換は「圧縮的近代」

と呼ばれ、古い価値観と新しい価値観の同時代的な混
在が、社会的・精神的な摩擦や緊張を⽣み出している。

これが⼈々の出⽣⾏動に否定的な影響を及ぼしてい
る可能性が⾼く、経済開発や近代化が必ずしも⼀律に
個⼈の幸福感や主観的ウェルビーイングをもたらす

わけではないことが⽰唆された。ジェンダーの観点か

らは、ケアの社会化が進む⼀⽅で、家庭内やケア現場
の労働が⼥性に偏る「⼆重のケア負担」や「ケア役割
の固定化」が残されている。これは労働市場でのマザ

ーフッド・ペナルティを招くだけでなく、⼥性の就業
率向上や⾼齢化に伴い家族内ケアの持続性を損なわ
せる。この打破には、出産時・乳幼児期における⽗親
の家庭役割への関与を制度的に促進・保障することが
不可⽋である。さらに、保育・教育・介護現場の賃⾦

引き上げや働く環境の整備を⾏い、男性の参⼊など⼈

材の多様化を進めてケア労働の専⾨性を正当に評価
することが極めて重要な課題である。国際協⼒の枠組
みでは、避妊普及等は多いが少⼦化対策プログラムは

皆無に近い。また⼈⼝ボーナスを活かすための失業・
雇⽤対策など労働分野との連携や、送り出し国と受け

⼊れ国双⽅の視点を踏まえた「グローバル・ケア・チ

ェーン」への多⾓的なガバナンス対応（技能の無駄や
頭脳流出の抑制、データ整備）を包括的に進める必要

がある。 

 
E. 結論 
⽇本や東アジアが直⾯する少⼦⾼齢化・⼈⼝減少の

波は、急速にアジア全体、そしてグローバルレベルへ
と拡⼤している。持続可能な社会保障や開発を考える

上では、単なる出⽣率や経済・⼈⼝動態指標の追跡に

とどまらず、個別の婚姻・家族観、⺠主化の度合い、
主観的ウェルビーイングといった多⾓的な社会構造
を国ごとに丁寧に分析することが不可⽋である。特に、

社会の不安定さが⼥性や⼦どもなどの社会的弱者に
⼤きな負担を強いるリスクを捉えるため、ウェルビー

イングを伴ったリプロダクティブヘルスの向上が残

された⼤きな課題である。少⼦化を反転させ、インフ
ォーマル領域のケア不⾜（Global Care Deficit）や国際
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保健課題を解決するためには、出産時・乳幼児期にお

ける⽗親のケア関与を制度的に保障・促進する「共働
き・共育て」の社会基盤を確⽴すること、およびケア

労働の専⾨性を正当に評価してジェンダー役割の固
定化を打破する総合的な政策アプローチが必要であ
る。また、結婚を当然の制度ではなく個⼈の選択 of 結

末として捉え、安易な世帯安全網の縮⼩による意図せ
ぬ弊害を避ける慎重な議論が求められる。今後は、無
償労働を可視化する「国⺠時間移転勘定（NTTA）」等

の統計・データ整備を進めて対話を促すとともに、先
⾏して多様な少⼦⾼齢化対策や公的保険化（ARTや介
護等）を試みてきた我が国の施策経験や知⾒を適切に

⾔語化し、ASEAN や国際社会へ発信・環境整備して

いくことが強く求められる。 
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